
藤沢市個人情報保護制度運営審議会答申第１２０号

２００３年１１月 ７日

（平成１５年）

藤沢市長 山 本 捷 雄 様

藤沢市個人情報保護制度

運営審議会会長 横尾裕夫

「電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律」に基づく公的個人認

証サービス業務において、申請者の氏名・生年月日等の申請書の内容を電気通

信回線を通じて通知することについて（答申）

２００３年（平成１５年）１１月７日付けで諮問（第１２１号）された、「電子

署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律」に基づく公的個人認証サービス

業務において、申請者の氏名・生年月日等の申請書の内容を電気通信回線を通じて

通知することについて、次のとおり答申します。

１ 審議会の結論

藤沢市個人情報保護条例第１１条の規定によるコンピュータ利用を認める。

２ 実施機関の職員の説明要旨

実施機関の職員の説明を総合すると、コンピュータ利用の必要性及び安全対策

は次のとおりである。

(1) 諮問に至った経過

「電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（平成１４年法律第

１５３号）（以下「公的個人認証法」という。）」の施行が、平成１６年１月

中に予定されており、公的個人認証サービスが開始される。そのため、同法附

則第３条に基づく「準備行為」として、平成１５年１２月１日より、全国実用

試験の中で、市町村における電子証明書発行要求試験が開始されることに伴い、

公的個人認証法に基づき、市町村長が都道府県知事に対して、住民票の記載事

項の一部を電気通信回線を利用して送信する取扱いとなる。

(2) コンピュータ利用の必要性

ア 業務の概要



電子証明書の交付を受けようとする者は、居住する市町村の窓口において、

都道府県知事に対して証明書の発行の申請をする（公的個人認証法第３条第

１項）。その際、申請者は、氏名、生年月日等の必要事項を記載した申請書

を市町村長に提出しなければならない（同法同条第２項）。

申請書の提出を受けた市町村長は、運転免許証等写真つきの身分証明書に

より申請者が住民基本台帳に記録されている本人であることを確認（以下

「本人確認」という。）する（同法同条第３項）とともに、住民基本台帳ネ

ットワークシステム（以下「住基ネット」という。）のＣＳ端末機を操作し、

申請書の内容を作成して電磁媒体に記録する。

本人確認を受けた申請者は、市町村長の使用に係る電子計算機（以下「鍵

ペア生成装置」という。）により、利用者署名符号（以下「秘密鍵」とい

う。）及びこれに対応する利用者署名検証符号（以下「公開鍵」という。）

を作成し、住民基本台帳カード（以下「住基カード」という。）等のＩＣカ

ードに記録して、公開鍵を市町村長に通知する（同法同条第４項）。

市町村長は、本人確認をした申請者に係る申請書の内容を記録した電磁媒

体から、窓口用端末機に受け渡し、公開鍵とともに都道府県知事に通知し

（同法同条第５項）、それに対して都道府県知事から通知された電子証明書

を申請者の住基カードに記録して申請者に提供する（同法同条第７項）。

イ 提供する個人情報及び提供の方法

申請書の記載事項である氏名、出生の年月日、男女の別、住所（公的個人

認証法第３条第２項）を、電気通信回線を通じて都道府県知事の使用に係る

電子計算機に送信する（同法同条第８項）。この場合の電気通信回線は、総

合行政ネットワーク（以下「ＬＧＷＡＮ」という。）を利用することとなっ

ている。ＬＧＷＡＮは、地方公共団体を相互に接続し、高度情報流通を可能

とする行政専用の通信ネットワークであり、地方公共団体相互のコミュニケ

ーションの円滑化、情報の共有による高度利用を目的としている。

(3) 安全対策について

ア 業務の運用に係る規定の整備及び認証業務に用いる機器の管理

業務運用に係る規定については、総務省からセキュリティに関する指針が

提示されることとなっているので、平成１６年１月の本稼働までに、指針を

遵守した運用要綱等の関係規定の整備を行う。

認証業務に用いる機器は、①鍵ペア生成装置、②窓口用端末機、③ＩＣカ

ードリーダ／ライタ、④プリンターの４種類である。①の機器は、申請者自

身が操作して秘密鍵及び公開鍵を作成するため、受付窓口に設置することと

なるが、盗難防止ワイヤ等により盗難防止措置を講ずる。また、①の機器の

内部には、申請者が作成した鍵の記録は残らないようプログラミングされて



いる。

イ ＣＳ端末機による本人確認及び窓口端末機への４情報の受け渡し

住基ネットの本人確認情報の利用については、自市町村での利用であるた

め、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）上認められている。今後、

総務省により「住民基本台帳ネットワークシステムセキュリティ基準告示」

の改正等が行われる予定であり、本稼働までに告示の内容を遵守して対応を

図る。

また、ＣＳ端末機から窓口端末機へ４情報を受け渡す際の磁気媒体には、フ

ロッピーディスクを使用するが、フロッピーディスク内に記録された情報は、

１回の受け渡しごとに完全に消去されるようプログラミングされている。

ウ ＬＧＷＡＮ

ＬＧＷＡＮのサービスを利用できる者は、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）に定める地方公務員のみとする。また、専用回線を使用し、デ

ータの暗号化、セキュリティ装置の設置、ネットワークへの侵入検知等を実

施し、ＬＧＷＡＮを流通する情報を見ることができないよう充分な対策が講

じられている。

エ 藤沢市情報セキュリティポリシー

藤沢市情報セキュリティポリシーは、藤沢市が所掌する情報資産に関する

情報セキュリティ対策について、総合的、体系的かつ具体的に取りまとめた

ものを総称し、藤沢市が所掌する情報資産に関する業務に携わる職員、非常

勤職員及び臨時職員並びに外部委託事業者に浸透させ普及させ定着させるた

めに、平成１４年５月３１日に策定した。この情報セキュリティポリシーに

基づき、情報システムごとの具体的な情報セキュリティ対策の実施手順とし

て、情報セキュリティ実施手順を策定しており、公的個人認証システムにつ

いても、個別に情報セキュリティ実施手順を策定する。

３ 審議会の判断理由

当審議会は、次に述べる理由により、コンピュータ利用を認めるものである。

(1) コンピュータ利用の必要性

公的個人認証法において、申請書の内容及び公開鍵の通知並びに電子証明書

の通知は、電気通信回線を利用することとされていることから、コンピュータ

利用の必要性は認められる。

(2) 安全対策

本業務の処理に当たっては、鍵ペア生成装置及び窓口用端末機に記録された

情報が残らないようプログラミングされていること、また、受付窓口に設置す

る鍵ペア生成装置については、盗難防止措置を講じることから、個人情報の保



護が図られていると認められる。ＬＧＷＡＮについては、専用回線を使用し、

データの暗号化、セキュリティ装置の設置、ネットワークへの侵入検知等を実

施することからも、個人情報の保護が図られていると認められる。

本稼働までに、総務省から提示される「セキュリティに関する指針」に基づ

き関係規定を整備すること及び藤沢市情報セキュリティポリシーに基づき情報

セキュリティ実施手順を策定することから、本業務の処理について安全対策上

の配慮がなされていると認められる。

以 上


